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Abstract   In this exploratory research, the author examined the influences of personal network features and 

the channels of acquiring disaster prevention knowledge over the household disaster preparedness. Data used 

in the analysis were derived from the survey of 376 participants in the Kochi city. Multiple regression analysis 

was executed with the personal network index and the means for learning disaster prevention knowledge as 

explanatory variables, with the five factors extracted by factor analysis as the objective variables. The five 

objective variables are the disaster stockpiling factor (I), the evacuation knowledge factor (II), the disaster 

prevention training factor (III), the earthquake countermeasure factor (IV), and the fire-fighting preparation 

factor (V). As the results, the personal network features of intimate alters and disaster-consulting antlers are 

statistically associated with four factors. Learning disaster prevention knowledge with lectures and workshops, 

the publicity papers, and books and magazines are also positively associated with the disaster preparedness. 
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１．はじめに
今回対象とする高知市は南海トラフ地震が発生した

場合には多くの被害が想定される地域である。『平成

29年版 防災白書』では、「現在想定されている南海

トラフ地震の様な大規模災害が発生した場合には、

「公助」による支援だけでは限界がある」（内閣府

2017: 49）と指摘し、「自助・共助」の重要性を指摘

する。また、内閣府が減災啓発ツールとして作成した

『減災のてびき』においても、「身のまわりの人を助

けるには、まず自分自身が無事でなければなりません。

「自助」があっての「共助」です」（内閣府 2009: 1）

と「自助」の必要性を強調し、家庭における日頃から

の災害への備えが重要であると指摘する。

家庭レベルの防災意識については，世界各国におい

てその低レベルさが指摘されるが（Kohn et al., 2012），

日本も例外ではなく，「個々の住民単位の防災行動が

不十分である」との共通認識が指摘されている（片

田・木下・金井, 2011）.このため，家庭防災行動を促

す要因について様々な研究がなされてきた（元吉・高

尾・池田2008；福島ほか2002など）. 

本研究は家庭防災行動に対する防災知識の影響に着

目し、なかでも防災知識を獲得する経路としてのパー

ソナル・ネットワーク、および、複数の情報入手経路

について検証を試みた。

２．先行研究
防災行動に対するパーソナル・ネットワークの影響

について取り扱った研究は少ない.Hurlbert et al. （2000）

はハリケーン災害における支援について，親族や友人

といった親密な関係において形成される「コア・ネッ

トワーク」の構造の影響を分析し，結束性（密度）が

高く, 性別の多様性（男性のみ, 女性のみとのつながり

ではなく）があり，より多くの親族や男性とつながっ

ていて, 若い世代ほど，コア・ネットワークのつなが

りを動員させ，必要な支援を得ることができるとして

いる.Heller et al.（2005）では, 防災準備を奨励する「社

会ネットワークの規模」と, 「実用的支援を提供する

こと」とが, 実際の防災準備行動と有意に関連してい

ることを明らかにしている. 

元吉（2004）は防災行動と災害認知との関連につい

て，リスク認知，リスク・コミュニケーション，防衛

動機理論，PrE理論，合理的行為の理論をレビューし，

これらの共通項として，「リスク認知は，防災行動を

促進する一つの要因として位置づけることが可能であ

る」（元吉2004：23）と指摘する.このようなリスク認

知は学習成果として現れる.このような学習のための情

報接触については様々な状況が考えられる. 

川本（2015）では，函館市内の小学生・中学生・大

学生を対象に防災行動に対するメディアの影響につい

て分析している.そこでは，学校や市役所などからの情

報提供をローカル・メディアとし，身近な家族や近隣

の人びとから対面で情報を得ることをパーソナル・メ

ディアと定義づけし，どの年代層においてもこれらの

影響が見らえたことを報告している（川本, 2015）. 

これらの先行研究を踏まえ、本研究では，家庭防災

行動に対するパーソナル・ネットワーク特性と災害知

識獲得経路の影響について分析を試みた.  



３．方法
(1) 調査地域

本研究が対象とする高知市は高知県の県庁所在地で

あり, 中核都市である. 面積は309平方kmで, 市中央部か

ら南東部へは平野部が開けているが, 南西部は丘陵地

で北部は山林であり, 南部は太平洋に臨む土地である.

現在の人口は約33万人（うち有権者は約28万人）であ

る.  

(2) 調査方法

高知市家庭防災パネル調査（第１波）は, 2018年12

月から翌年1月にかけて郵送法により実施した. 高知市

選挙人名簿より20～79歳までの選挙人から無作為抽出

法により標本1372人を抽出し，調査票は1336人に郵送

された．回収された有効回答数は376, 有効回数率は

28.1％であった．

調査項目は, 回答者の社会的属性, 住居および同居家

族, 防災・災害に対する意識や準備行動, 普段のメディ

ア利用や地域情報入手経路, 親密性のパーソナル・ネ

ットワーク, 防災相談のパーソナル・ネットワークに

関するものであった.  

４．結果
調査結果として, 本稿で扱う変数の説明および基本

統計量を示す. なお統計分析にはSPSS Ver25を使用し

た．

(1) 目的変数：家庭防災因子

家庭における災害への備えに関連すると考えられる

避難に関する知識, 防災訓練等への参加, 家での備え1に

関わる質問19項目に対して, 因子分析を行い（最尤法, 

プロマックス回転）, ５因子を抽出した（表１）.  

第Ⅰ因子は, 食料や飲料水, 携帯ラジオや医療品など, 

災害に備えた備蓄に関する項目が含まれるため「災害

備蓄」と命名した（α=.81）. 第Ⅱ因子は避難場所や避

難所など, 避難に関する知識や避難経路などの決定に

関する質問を含むので「避難知識」と命名した（α

=.78）. 第Ⅲ因子は防災訓練参加やワークショップ参加

に関する質問を含むので「防災訓練」と命名した（α

=.79）. 第Ⅳ因子は耐震化や地震保険など, 地震対策の

ための質問で構成されるため「地震対策」と命名した

（α=.62）. 第Ⅴ因子は消火活動のための準備に関する

質問のため「消火準備」と命名した（α=.75）.  

分析では採択した５因子についてBartlett法により因

子スコアを算出し, この因子スコアを目的変数とする

重回帰分析を行った.  

(2) 説明変数：パーソナル・ネットワーク

本稿におけるパーソナル・ネットワーク・データは

次のように収集した．調査票では，「親密な相手」

（「あなたが普段から親しく付き合っていて, 重要な

ことを話したり, 悩みを相談したりする方たち」）, お

よび, 「防災相談相手」（「あなたが防災情報や災害

1 家庭での備えに関する質問項目は, 内閣府による『平成２

時の備えに関する情報などを詳しく知りたい場合, こ

れらについて話し合ったり情報収集に協力してくれた

りする方たち」）について質問している. 各関係性に

おける相手の人数については数字を記入してもらった．

さらに，各関係性の相手をネームジェネレータ方式で

6名まで記述してもらい，それぞれの相手の性別，年

齢，間柄，教育歴，就業，接触頻度，「防災力」レベ

ル, 相手同士のつながり，相手の重複などを質問した.  

パーソナル・ネットワーク分析では, 分析の中心と

なるアクターを「エゴ（Ego）」と呼び, つながりを持

つ相手を「アルター（Alter）」と呼ぶ．本分析に用い

るのは各種パーソナル・ネットワークの規模, 密度, 相

手の「防災力」レベル, そして2種類のネットワークの

重複度合いを示す多重送信性である.  

パーソナル・ネットワークの「規模」とは，エゴの

持つアルターとの紐帯数を指す．本分析では, それぞ

れの関係について記載された紐帯数を対数変換した数

値を用いる. 「密度」とは, 実際の紐帯数を論理的に可

能な紐帯数で除した数値である．なお, 本稿の密度は

回答者自身との紐帯を除いて算出した数値である．

調査票では, 各アルターの「防災力」（災害知識の

豊富さや災害への備えの充実度など）に対する回答者

の評価を回答してもらった. 変数としては, 「専門家レ

ベルの高い「防災力」」（2スコア）, 「世間の平均よ

りも高いレベルの「防災力」」（1スコア）, 「世間の

平均と同じレベルの「防災力」」（0スコア）, 「世間

の平均よりも低いレベルの「防災力」」（-1スコア）

とし, 平均値を算出した.  

本稿での「多重送信性」は，紐帯の総数における

「親密な相手」と「防災相談相手」の2つの関係性に

おいて重複する度合いを示している. 多重送信性が「1」

の場合，名前が挙げられた相手の全てが同時に2つの

関係性にあることを示し，「0」の場合は各相手とは

単一の関係性しか有していないことを示す.  

(3) 説明変数：防災知識入手経路

調査票では, 回答者がこれまで災害や防災に関する

知識をどのように学んできたのかについて, 「学校の

授業で」, 「講演会・講習会など」, 「書籍・雑誌を読

んで」, 「テレビ番組を通じて」, 「新聞記事を通じ

て」, 「自治体の広報誌等から」, 「インターネットで

検索して」, 「友人・知人との話しを通じて」のそれ

ぞれ対して該当する（＝1）か否か（＝0）を回答して

もらっている.  

(4) 統制変数

 分析では統制変数として, 性別, 年代, 教育, 就業, 所得, 

子どもとの同居の有無を投入している.  

 性別はダミー変数として男性は0, 女性は1とした. 年

代は年齢から各年代ダミーを作成し, 参照カテゴリー

を40代とした. 教育についても「中学」, 「高校」, 「専

門学校」, 「短大・高専」, 「大学・大学院」のダミー

変数を作成し, 参照カテゴリーを「高校」とした. 就業

９年度 防災に関する世論調査』の質問６を参考にした.



についても「正規」, 「非正規」, 「自営業・家業」, 

「無職・専業主婦・学生」, 「その他」のダミー変数

を作成し, 参照カテゴリーを「正規」とした. 所得（こ

こでは世帯年収）についても「収入なし」, 「年収1～

200万円」, 「年収201万円～400万円」, 「年収401万円

～600万円」, 「年収601万円～800万円」, 「年収801万

円～1000万円」, 「年収1000万円超」のダミー変数を

作成し, 参照カテゴリーを「年収401万円～600万円」

とした. これは１世帯あたりの平均所得金額が545万4

千円2を含む金額帯であるためである．

５．分析
(1) 災害備蓄因子（Ⅰ）の分析結果

 「災害備蓄」因子スコアを目的変数とした重回帰分

析を実施した（表２）. 結果として, パーソナル・ネッ

トワーク指標のうち, 「親密な相手の規模」が 5%水準

で正に有意であった. 親密な関係性が多いほど, 「災害

備蓄」因子スコアが高いことを示している. 防災知識

入手経路では, 「書籍・雑誌を読んで」が 5%水準で正

に有意となった. 有意水準を 10%に緩めると, 「講演

会・講習会など」が正に有意となった. 書籍や講演会

などを通して防災知識を得ている人ほど, 「災害備蓄

因子」のスコアが高い傾向にあることが判明した.  

社会属性においては, 所得において「年収 401万円～

600 万円」と比べて「世帯年収 1000 万円超」が 5%水

準で正に有意となった. また就業において「正規」と

比較して「無職」が 10%水準で正に有意となった.  

(2) 避難知識因子（Ⅱ）の分析結果

「避難知識」因子スコアを目的変数とした重回帰分

析を実施した（表２）. パーソナル・ネットワーク指

標のうち「親密な相手の防災力」が 5%水準で正に有

意となった. 親密な関係にある相手の防災力を高く評

価している場合に「避難知識」因子スコアが高い傾向

にあることを示している. 防災知識入手経路では「自

治体の広報誌等から」と「講演会・講習会など」が

5%水準で正に有意であった. 広報誌や講演会などで知

識習得している人が, 避難場所やハザードマップなど

の知識を獲得している傾向にあることを示している. 

また 10%水準に緩めると, 「テレビ番組を通じて」も

正に有意となった.  

 社会属性においては, 教育歴が「中学」が「高校」

と比べて 10%水準で正に有意となっていた.  

(3) 防災訓練因子（Ⅲ）の分析結果

「防災訓練」因子スコアを目的変数とした重回帰分

析を実施した（表２）. パーソナル・ネットワーク指

標のうち「親密な相手の密度」が 5%水準で負に有意

であった. 水準を 10%に緩めると「親密な相手の防災

力」が正に有意で, 「多重送信性」が負に有意となっ

た. 防災力の高い相手と親密な関係にありつつも, それ

らの相手は知り合い同士ではないほうが「防災訓練」

因子スコアが高い傾向にあることを示している.  

2 厚生労働省「平成２８年度国民生活基礎調査」結果より.

 災知識入手経路では「講演会・講習会など」が 5%

水準で正に有意であった.  

 社会属性においては, 70 代が 40 代と比べて 5%水準

で正に有意であり, 高齢者層において「防災訓練」因

子スコアが高い傾向にあった. また, 教育歴の「大学」

が「高校」と比べて 10%水準で負に有意であった.  

(4) 地震対策因子（Ⅳ）の分析結果

「地震対策」因子スコアを目的変数とした重回帰分

析を実施した（表２）. パーソナル・ネットワーク指

標のうち, 「防災相談相手の防災力」が 5%水準で正に

有意であった. 防災相談相手の防災力が高いほど, 「地

震対策」因子スコアが高い傾向にあることが示された. 

ただし, 防災知識入手経路において有意なものがなか

った.  

 社会属性では, 就業において「無職」のほうが「正

規」よりも 5%水準で正に有意となった. 有意水準を

10％にした場合, 「非正規」のほうが「正規」よりも

正に有意であった. また, 教育歴の「中学」が「高校」

と比べて 10%水準で負に有意となった. 「中学」卒業

者において「地震対策」因子スコアが低くなる傾向に

あった. 世帯年収では「年収 801 万円～1000 万円」と

「年収 1000 万円超」とが 5%水準で正に有意となり, 

10%水準に緩めると, 「年収 1～200 万円」が負に有意

となった. 所得が高くなるほど「地震対策」因子スコ

アは高くなる傾向にある一方で, 所得が低いとスコア

が低くなる傾向もあった.  

(5) 消火準備因子（Ⅴ）の分析結果

「消火準備」因子スコアを目的変数とした重回帰分

析を実施したが, 回帰式は成立しなかった.  

６．考察

(1) 各因子別の考察

・「災害備蓄」因子（Ⅰ）

災害に備えて積極的に備蓄をする人物像として, 書

籍や広報誌, 講演会などにも通い積極的に防災知識を

習得していて, 親しく交際する相手が多い無職の富裕

層が抽出された.  

・「避難知識」因子（Ⅱ）

広報誌や講演会, テレビ番組から積極的に防災知識

を吸収し, 「防災力」の高い親しい相手に囲まれてい

る人物ほど, 避難に関する知識を有している傾向が見

られた.  

・「防災訓練」因子（Ⅲ）

 講演会に積極的に通って防災知識を身につけた高齢

者で, 「防災力」の高い親しい相手と分枝性の高い付

き合い方をしている人ほど, 防災訓練などに参加する

傾向にあることが判明している. 同じ相手と「深く」

親しくするのではなく, 多様な人と付き合う社交的な

タイプの人が地域内などでの付き合いから, 地域の防

災訓練に参加しやすいのかもしれない.  

・「地震対策」因子（Ⅳ）



 耐震強化や地震保険加入などの地震対策においては, 

世帯年収が 800 万円以上の在宅時間の長い就業の仕方

をしていて, 「防災力」の高い防災相談相手を周囲に

保有する人ほど積極的に取り組む傾向が読み取れた. 

また, 教育においても「高校」よりも「中学」卒業し

た人に, また世帯年収も 200万円以下の人びとにおいて

対策としない傾向が見られ, 収入や教育が影響してい

ることが判明している.  

(2) パーソナル・ネットワーク特性の影響

パーソナル・ネットワークにおいて, 規模が大きく

て分枝性の高い構造を保有するほうが複数の家庭防災

因子に正の影響を与えていると考えられ, 地元におい

て（一部の決まった人々ではなく）多様な人びととの

付き合いを積極的に展開することが, 家庭防災の強化

につながる可能性が示唆された.  

分枝性の高さが家庭防災行動へ影響していることが

示唆されたことは, Burt (1992)の構造的空隙（structural 

hole）の有効性と連している可能性がある. 安田（2004）

の説明によれば, Burt の空隙理論に従うと, 閉鎖的なネ

ットワークは情報収集力において不利に働くという

（安田 2004: 204）. つまり, 分枝性の高さは開放性を意

味し, 情報収集面では有利に働くと考えれ, 防災知識に

関しても「開放的」パーソナル・ネットワーク構造を

保有する人ほど, 防災知識を入手する上で有利である

と推測される.  

「避難知識」や「防災訓練」においては親密な相手

の「防災力」が, 「地震対策」においては防災相談相

手の「防災力」が正に影響していた. つまり, 「防災力」

の高い人びとと付き合いのある人ほど, 家庭防災行動

を採用している可能性高いことを示唆している.  

社会感染理論（Social Contagion Theory）によれば,人

びとの態度や行動は直接つながっている他者の影響を

受けて形成されるという（Marsden & Friedkin,1993; 

Monge & Contractor, 2003）. よく多くの人とつながって

いる人ほど, 他者へ影響を与えていると同時に, 他者か

ら影響を受けていることになる. つまり,防災力の高い

アルターとつながっているほど, エゴの防災力も高ま

る可能性が強くなると考えられる. Christakis & Fowler 

(2009=2010)は肥満の伝染について議論するなかで, ニ

ッチとなる小集団（100～200 人規模のネットワーク）

の規範の影響について論じている. つまり「防災力」

の高い人びとに囲まれることで, エゴを取り囲む家庭

防災に関する規範も変容し, より防災準備行動をとる

ことが「常識」となる規範を身につけることで, エゴ

の「防災力」を向上させることにつながるのではない

と推測される.  

(3) 防災知識入手経路の影響

３つの家庭防災因子（「災害備蓄」「避難知識」

「防災訓練」）において, 講演会への参加による防災

知識習得をする人ほどスコアが高い傾向にあることで

共通していた. わざわざ防災に関心をもって講演会や

講習会へ参加する手間をとることは, それだけ防災意

識が高いことを示す指標になるのであろう. 災害備蓄

や避難知識に対しては, 自治体の広報誌経由の知識習

得も正に影響しており,行政と住民とのリスク・コミュ

ニケーション・メディアとして広報誌の重要性が見ら

れた.  

(4) 社会的属性の影響

統制変数として投入した社会的属性においてもいく

つか防災行動へ影響している変数が確認されている. 

なかでも家計の影響も少なからず判明した. 備蓄をす

るにも, 地震保険や耐震強化などにもお金がかかるこ

とは明らかであり, これらの強化には行政からの助成

なども効果を生むのではないか. 耐震補強などには既

に行政からの助成があるが, それらの制度を利用する

ための理解力が求められ, 教育歴の「中学」に負の影

響が見られたように, 制度理解を支援する取り組みも

一定程度必要であることを示唆していた.  

防災訓練因子のみ年代が影響していたが, 共助とな

る防災訓練などは, 地元での活動に積極的な高齢者層

が多くなる傾向が見られた. これらについても, 世代を

超えた働きかけの必要性が垣間見られた.  

６．おわりに
 家庭防災５因子のうち , ４因子に対してパーソナ

ル・ネットワーク特性が統計的に有意な関係性を示し

ていたが, それぞれの因子に対して別々の特性が関連

していたのは予想外であった.一方で, 親密な相手や防

災相談相手においても, 「防災力」の高い人との付き

合いが多いと, エゴ自身が家庭防災行動をとる傾向が

高くなることも判明し, 付き合う相手からの影響が垣

間見れた. 

 「共助」となる地域レベルの防災力向上のためにも, 

「自助」である家庭防災の向上は必要であるが, 同時

に家庭防災の向上には普段からの付き合い（パーソナ

ル・ネットワーク）の影響も明らかとなった.つまり, 

地域コミュニティ内の交流機会の増加は, 「自助」と

「共助」の促進につながる可能性が示唆されたといえ

よう. 

今回の研究報告は暫定的な分析結果をまとめたもの

であり、まだまだ探索的な分析である。今後はよりデ

ータを精査して分析を進め、少しでも家庭防災の向上

のメカニズムの解明に貢献できるよう尽力したい. 
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表１.家庭防災項目の因子分析

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

J.３日間は生活できる程度の食料や飲料水を準備している .76 -.05 .06 .01 -.11

I.携帯ラジオ、懐中電灯、医療品などを準備している .69 .00 .03 .01 -.08

K.家具・家電などを固定し、転倒・落下・移動を防止している .63 -.04 .03 .15 -.17

O.貴重品などをすぐに持ち出せるように準備している .55 -.01 -.07 -.16 .30

P.家族の安否確認の方法などを決めている .52 .07 -.03 -.07 .21

R.非常持ち出し用衣類、毛布などを準備している .52 -.01 .02 .18 .04

S.自家用車の燃料が半分以下になれば満タンにするようにしている .33 .04 -.10 .09 .20

C.自分の住区の「指定緊急避難場所」について詳しく知っている .00 .94 .00 -.02 -.05

D.自分の住区の「指定避難所」（２）について詳しく知っている -.09 .94 .01 .02 .00

H.自分が住む場所が、高知市のハザードマップ上において、どのようなリスクがある

と記されているのか詳しく知っている

.19 .37 .09 .08 -.04

M.近くの学校や公園など、避難する場所を決めている .29 .30 .01 -.07 .11

F.防災に関する対話集会・ワークショップなどに積極的に参加している -.01 -.06 1.03 -.02 -.03

E.地元の防災訓練・避難訓練には積極的に参加している -.05 .18 .70 .01 .03

G.「避難カルテ」を作成したことがある .16 .00 .45 -.04 .11

V.家屋の耐震化や耐震診断を行うなど、自分の家の耐震性に気を遣っている -.06 -.02 .03 .82 .12

Q.耐震性のある家に住んでいる .13 .06 -.13 .67 -.07

L.自宅建物もしくは家財を対象とした地震保険（地震被害を補償する共済を含む）に

加入している

.07 -.06 .16 .28 .02

N.いつも風呂の水をためおきしている -.05 -.04 .00 -.04 .88

U.消火器を準備したり、風呂の水をためおきするなど消火活動を行うための準備を

している

-.03 -.01 .09 .18 .67

因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

Ⅰ － .49 .44 .54 .49

Ⅱ .49 － .51 .22 .34

Ⅲ .44 .51 － .24 .43

Ⅳ .54 .22 .24 － .23

Ⅴ .49 .34 .43 .23 －

注）最尤法、プロマックス回転



表２.家庭防災の５因子を目的変数とする（加重）重回帰分析結果

目的変数 Ⅰ.災害備蓄 Ⅱ.避難知識 Ⅲ.防災訓練 Ⅳ.地震対策

説明変数 B SE B SE B SE B SE 

パーソナル・ネットワーク指標

 親密相手規模 .769 .251 ** .288 .236 .248 .199 .302 .258

 親密相手密度 .068 .181 -.238 .170 -.302 .144 * .034 .186

 親密相手防災力 .252 .223 .527 .210 * .347 .177 + .082 .229

 防災相談規模 -.204 .278 .229 .261 .283 .220 .049 .286

 防災相談密度 .068 .186 .163 .175 .122 .147 .075 .191

 防災相談防災力 .143 .132 -.077 .124 .026 .104 .317 .135 * 

 多重送信性 -.297 .217 -.189 .203 -.335 .171 + -.187 .222

防災知識入手経路

 学校授業 .041 .195 -.248 .183 -.163 .155 -.165 .200

 講演会等 .285 .157 + .338 .147 * .777 .124 *** .012 .161

 書籍・雑誌 .482 .170 ** .242 .160 .094 .135 .054 .175

 テレビ番組 -.230 .182 .294 .171 + -.091 .144 -.254 .187

 新聞記事 .191 .143 .021 .135 -.134 .113 .066 .147

 広報誌 .291 .135 * .565 .127 *** .293 .107 .112 .139

 ネット検索 .030 .158 .225 .148 .077 .125 .089 .162

 友人知人経由 -.038 .154 -.047 .144 .038 .122 -.046 .158

[統制変数] 

 性別（0＝男、1＝女） .132 .143 -.076 .135 -.132 .113 .033 .147

 年代（参照：40 代）

 年代 1（20 代） .059 .260 -.027 .244 -.066 .206 -.264 .267

 年代 2（30 代） .073 .208 -.170 .195 -.163 .165 -.192 .213

 年代 3（50 代） -.269 .206 -.028 .193 .076 .163 -.193 .211

 年代 4（60 代） -.113 .224 .307 .211 .356 .178 -.348 .230

 年代 5（70 代） -.369 .263 .213 .247 .727 .208 ** -.383 .270

 教育（参照：高校）

 教育 1（中学） .286 .316 .574 .297 + -.108 .251 -.584 .325 + 

 教育 2（専門学校） .033 .197 .137 .185 .082 .156 .257 .203

 教育 3（短大・高専） -.118 .212 -.240 .200 .136 .168 .338 .218

 教育 4（大学・大学院） -.019 .165 -.235 .155 -.228 .131 + .227 .170

 就業（参照：正規）

 就業 1（非正規） -.014 .177 .064 .166 -.057 .140 .324 .182 + 

 就業 2（自営家業） -.013 .227 .201 .214 -.077 .180 .115 .233

 就業 3（無職等） .403 .225 + -.084 .211 .062 .178 .485 .231 * 

 就業 4（その他） .331 .448 -.183 .421 .154 .355 .665 .461

 所得（参照：401-600 万円）

 所得 1（なし） .032 .403 .375 .378 -.174 .319 .182 .413

 所得 2（1-200 万円） -.143 .247 -.111 .233 -.266 .196 -.473 .254 + 

 所得 3（201-400 万円） .033 .174 .122 .164 -.003 .138 .039 .179

 所得 4（601-800 万円） .041 .187 .091 .176 .047 .148 .040 .192

 所得 5（801-1000 万円） .010 .243 .094 .229 -.022 .193 .751 .250 ** 

 所得 6（1000 万円超） .616 .263 * .395 .247 .097 .208 .895 .270 ** 

 子ども同居（0＝なし、1＝あり） -.011 .131 .123 .123 .057 .104 -.043 .135

定数 -.745 .309 * -1.057 .280 *** -.474 .245 + -.332 .318

R2 .240 ** .272 *** .367 *** .233 ***

調整済 R2 .141 .178 .285 .134 

N 315 315 315 315 

注）*** :p < .001; **: p< .01; *: p < .05; +: p<.10 

  回収した標本の年齢階級別人口構成が高知市の実際（入手できた 2016 年 4 月 1 日現在の住民基本台帳に基づく）と異なったため、重み

付けをした重回帰分析を実施した

  「Ⅴ.消火準備」を目的変数とする重回帰分析では回帰式が不成立であったため記述を省いた


